












第１種動物取扱業による適正飼養等の促進等
登録拒否事由の追加 ◎新規拒否事由

○第１２条 第1号
・心身の故障によりその業務を適正に行うことができない者として環境省令で定める者
○同条第2号
・破産手続開始の決定を受け手復権を得ない者

○同条５の２号
・禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年
を経過しない者

○同条 ７号
・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第２条第６号に
規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

○同条 ７号の２
・第１種動物取扱業に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理
由がある者として環境省令で定める者

○同条 ９号
・個人であって、その環境省令で定める使用人のうちに第１号から第７号の２までのいずれかに
該当する者があるもの

2019年改正！
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2019年改正動物愛護管理法附帯決議

1. 自治体による事業者規制の実効性確保

2. 事業者の遵守基準の具体化、研修実施、立入検査体制の検討

3. 業種や事業規模に応じた規制の細分化の検討

4. 野生由来動物の飼養に係る周知徹底、展示施設の飼養管理基準の在り
方検討

5. 第２種事業者（譲渡団体）への譲渡に係る適正指導の周知

6. 虐待事例の分析評価、自治体の人材育成、連携強化、普及啓発

7. 特定動物（危険動物）の規制措置、アニマルウェルフェアの確保に係
る検討

8. 必要な体制及び職員数の充実

9. 地域の実情に配慮した所有者不明の犬猫の引取拒否要件の設定

10.自治体の動物収容施設の施設・管理水準に係る指針の策定

11.マイクロチップリーダーの配備の促進、情報の一元管理の徹底

12.産業動物の飼養保管基準の周知・遵守の徹底

13.諸外国のアニマルウェルフェア及び脊椎動物の苦痛の感受性の調査研
究、制度運用事例等の収集・整理、５つの自由に配慮した制度の理解
の浸透・周知等 27




